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当第2四半期の総括 今後の方針

決算に関する詳細情報は当社ホーム
ページでご確認いただけます。
アサヒグループHD 検 索

※1 事業利益とは、売上収益から売上原価並びに販売費及び一般管理費を控除した、恒常的な事業の業績を測る当社独自の利益指標です
※2 2022年の外貨金額を、2021年の為替レートで円換算して比較しています

売上収益は日本や欧州におけるビール需要の回復など
により前年同期比11.4％の増収、事業利益は各事業
の原材料関連の費用が増加した影響などを受け前年
同期比1.9％の増益

売上収益は各地域の上半期の進捗を踏まえ前年比
9.6％の増収を予想。事業利益は単価改善やコスト効
率化を更に推進することなどにより、前年比10.1%の
増益を予想

2022年度2021年度

24,500億円
（予想）22,360億円

10,335億円11,513億円

2022年度2021年度

2,400億円
（予想）

909億円

2,179億円

893億円

売上収益 事業利益※1

（8.6％増）※2 ➡
11.4%増

（1.7％減）※2➡
1.9%増

2022年度2021年度

2,175億円
（予想）

814億円

2,119億円

1,094億円

2022年度2021年度

1,465億円
（予想）

570億円

1,535億円

793億円

営業利益 親会社の所有者に帰属する四半期利益

At a Glance
11,513億円 909億円

814億円 570億円

25.6%減 28.1%減

アサヒグループホールディングス
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日本

欧州※

東南アジア

※ オセアニアの輸出事業の一部を欧州へ移管

売上収益

7.9%増

5,998億円
（前年同期比 ＋440億円）

428億円
事業利益

0.1%増

（前年同期比 ＋1億円）

上半期の総括
酒類　 計画を上回る家庭用ビールの売上拡大や

新市場創造により回復傾向に転じ増収
飲料　 主力ブランドへの投資強化やニーズ変

化を先取りした新価値提案により販売
数量を拡大

食品　 新価値提案の強化や在庫水準の適正化な
どのコスト効率化により事業構造を強化

上半期の総括
●  業務用ビールの売上回復を含めた各種ミック
スの改善や価格転嫁などにより、単価向上を
実現

●  想定を上回るコモディティやエネルギーなど
の市況高騰への対応が課題

上半期の総括
●  『Great Northern』の販売好調やマルチビバ
レッジ戦略の推進などにより成長基盤を強化

●  想定以上のコストアップへの対応を含めた、
更なる収益基盤の強化が課題

上半期の総括
●  マレーシアにおける自社ブランドの拡大展開
などにより、ミックス改善を伴う増収を果たす

●  高付加価値ブランドを核としたポートフォリ
オの拡充や物流の最適化など、収益構造の
強化が課題

2,652億円
売上収益

22.8%増

（前年同期比 ＋492億円）
288億円
事業利益

10.5%増

（前年同期比 ＋27億円）

2,611億円

251億円

売上収益

売上収益

9.4%増

11.6%増

（前年同期比 ＋225億円）

（前年同期比 ＋26億円）

417億円

△2億円

事業利益

事業利益

4.0%増

─

（前年同期比 ＋16億円）

（前年同期比 －6億円）

オセアニア※
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コストアップが想定を大
売上単価の向上や新価
着実なトップラインの成
代表取締役社長 兼 CEO

勝木 敦志

本年上半期は、ウクライナ情勢などを背景とした原
材料やエネルギー価格の高騰などにより、当社を取
り巻く経営環境は厳しさを増しました。想定を大幅に
上回るコストアップの中で当社は、各地域における適
切な価格戦略とコストマネジメントの強化を推進した
ことなどにより、事業利益でほぼ年初計画通りの進
捗となりました。
また、コロナ禍からの業務用の回復やプレミアム
化の進展による売上単価の向上に加え、新たな価
値提案への投資強化などにより、主力ブランドを中
心に着実なトップラインの成長を果たすことできま 

した。

2022年度上半期の総括

トップメッセージ
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幅に上回る一方で、
値提案の強化により
長を果たしました

BAR SHIBUYA』をオープンするなど、飲み方の多様
性を提案する「スマートドリンキング」の推進に取り
組みました。
欧州においては、主力のローカルブランドの強化、

ノンアルコールビールの拡大などにより、各国のブラ
ンドポートフォリオのプレミアム化を推進するととも
に、グローバルブランドの拡大展開を図りました。ま
た、環境問題への対応やありたい企業風土の醸成に
向けた取組みを強化することで、持続的な成長基盤
の更なる拡大を図りました。
オセアニアにおいては、酒類、飲料事業の強みを
活かしたマルチビバレッジ戦略を推進するとともに、
プレミアム化の強化や統合シナジーの創出により、収
益基盤の盤石化に取り組みました。また、ノンアル
コールビールなど、BAC※1における新たな成長カテゴ
リーへの投資強化に加えて、サステナビリティを重視
した新価値提案やSCM改革などを推進しました。
東南アジアにおいては、自社ブランドを中心とした

ブランド投資の拡大などにより、マレーシア、フィリ
ピン、インドネシアを中心とした展開国におけるプレ
ゼンスの更なる向上を図りました。また、CO2排出量
の削減や地域社会への貢献など、サステナビリティ
の取組みを推進しました。
こうした取組みにより、売上収益は、新型コロナウ

イルスの感染拡大の影響は残ったものの、日本や欧
州におけるビール需要の回復などにより、1兆1,513億

※1 BAC： Beer Adjacent Categoriesの略。低アルコール飲料、ノンアルコールビールテイスト飲料、成人向け清涼飲料など、ビール隣接カテゴリーを指します。

日本においては、酒類、飲料、食品事業の「強
み」のあるブランドに経営資源を投下するとともに、
新たな価値提案などを通じて各事業のブランド力の
向上を図りました。また、日本全体での事業の枠を
超えたシナジーの創出のためのSCMの最適化やサス
テナビリティへの取組みの推進などにより、持続的な
成長基盤を強化しました。酒類事業においては、『ア
サヒスーパードライ』を1987年の発売以降初めてフ
ルリニューアルするとともに、『生ジョッキ缶』の展
開を含めユーザー層の更なる拡大を図るなど、主力
ブランドの価値向上に取り組みました。また、お酒を
「飲まない／飲めない」人も楽しめる『SUMADORI-

地域別の取組み
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4千万円（前年同期比11.4%増）となりました。
また、事業利益は、各地域の原材料関連の費用が
増加した影響などを受けましたが、為替変動の効果
もあり、909億6千3百万円（同1.9％増）となりまし
た。営業利益は、前年の固定資産売却益の反動など
により、814億6百万円（同25.6％減）、親会社の所
有者に帰属する四半期利益は570億7百万円（同
28.1％減）、調整後※2ベースでは662億7千3百万円
（同16.4％減）となりました。

本年上半期において、グループ全体の変動費のコ
ストアップは、主に原材料やエネルギー市況の高騰に
より、トータルでは300億円を超える規模となりまし
た。年間では、トータルで800億円程度のコストアッ
プを見込んでおりますが、価格戦略などの対策が進
んでおり、本年の業績予想を据え置いています。
来年も一定のコストアップの継続が想定されますが、

基本的には、日本を含む各地域において、変動費の
コストアップ分については、適正な価格戦略や固定費
全般の効率化などによりカバーしていく方針です。
引き続き、市場構造の変化や急激なインフレの影

響なども見据え、それぞれの地域の特性に合わせた
ブランドマネジメントによりプレミアム戦略を推進する
とともに、あらゆるコストの見直しも継続していくこ
とで、収益性の維持・向上を図っていきます。

コストアップ状況と対応策

更に、「中長期経営方針」に掲げる、目指す事業
ポートフォリオの構築やサステナビリティ、DX、R&D

といったコア戦略の実効性向上に向けた取組みを加
速させ、環境変化に左右されない持続的な成長基盤
を強化していく方針です。

社会の価値観や生活様式が大きく変化する中で、
戦略の着実な実行によりグループの持続的な成長と
中長期的な企業価値の向上を図り、未来のステークホ
ルダーからも信頼されるグループを目指していきます。
ステークホルダーの皆様と手を携え、共に成長してい
きたいと考えますので、株主の皆様には、今後も一
層のご支援を賜りますよう宜しくお願い申しあげます。

株主の皆様へのメッセージ　

※2 SCM再編による損失などの特殊要因を除く

トップメッセージ

5



“マルエフ”の愛称で飲食店で愛され続けてきた
“まろやかなうまみ”と“ぬくもりのある世界観” 
 が特長
 同ブランド「黒生」との「ハーフ＆ハーフ」もおすすめ

缶350ml、缶500ml／
発売日2021年9月14日

ビール

アサヒ
生ビール

PET430ml／希望小売価格 149円（税込）
発売日 2022年9月13日

乳性飲料

カラダカルピス®BIO（ビオ）

希望小売価格 108円（税込）／発売日 2022年9月5日 

清涼菓子

ミンティア
鬼辛ミント／鬼すっぱレモン

酒類事業

食品事業

飲料事業

アサヒグループ食品（株）
コンシューマ事業本部
マーケティング一部
西 夏実

アサヒ飲料（株）マーケティング二部
内藤 憲二

アサヒビール（株）マーケティング本部 
ビールマーケティング部　沼中 将夫

「アサヒ生ビール」は、1986年に発売し翌年の「スー
パードライ」のヒットの足掛かりとなった商品で、

“マルエフ”という愛称で飲食店や根強い
ファンの方々から愛され続けてきました。
2021年9月に缶を復活して発売しました。ま
ろやかなうまみを是非お楽しみください。

担当者からのひとこと

P O I N T

体脂肪を減らすのに役立つ「カルピス®」とし
て2018年発売以来好評をいただいている「カ
ラダカルピス®」に、おなかにうれしい機能を

追加して大幅にリニューアルしま 
した。カラダを気にする方にオススメの
1本です！

担当者からのひとこと

「ミンティア」は、タブレット菓子としてのおいしさや、
食感、パッケージに至るまで全てにこだわっていま
す。一度食べたらくせになる、ミン
ティア史上最強の辛さとすっぱさ
を是非お試しください！

担当者からのひとこと

体脂肪・内臓脂肪を減らすのに役立つ
独自の乳酸菌由来の成分※1を配合
おなかの調子を整える成分※2を 
新たに追加

ミンティア史上最強の辛さ！＆すっぱさ！※

辛さ＆すっぱさを表現したカラーリングやアイコン
店頭視認性が高いインパクトのあるデザイン

※辛さ・酸味が強いため、お子様や辛さ・酸味に弱い方はご注意ください。

※1 10-ヒドロキシオクタデカンサン（10-HOA）　※2 マルトビオン酸

New
新商品

New
新商品

P O I N T

P O I N T

商品紹介
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非流動資産

流動資産
6,890

44,393

37,502
10,000

20,000

30,000

50,000

0

40,000

2021年度末

7,001
45,477

38,475

2020年度末 2022年2Q末

7,625
49,270

41,644

連結財政状態計算書 （2020年度 2021年度：12月31日現在、2022年度：6月30日現在） （単位：億円）

資産合計

6,000

3,000

9,000

12,000

15,000

0

売上収益
11,513
（+1,177）

親会社の
所有者に帰属
する四半期利益

570
（△223）

売上原価
△7,296
（△982）

売上総利益
4,216
（+195）

事業利益
909
（+16）

その他の
営業収支
△95

（△296）
営業利益

814
（△280）

金融・持分法
による
投資損益
△27
（+27）

法人所得税費用
△215
（+29）

非支配持分
0

（+0）

販売費及び
一般管理費
△3,307
（△178）

※ 括弧内は対前年同期比

連結損益計算書 （2022年1月1日～6月30日） （単位：億円）

0

1,000

1,500

500

2,000

現金及び
現金同等物に
係る為替変動
による影響

112
（+84）

現金及び
現金同等物の
四半期末残高

507
（△51）

現金及び
現金同等物の
期首残高

527
（+42）

894
（△679）

営業活動による
キャッシュ・フロー 財務活動による

キャッシュ・フロー
△816
（+755）

投資活動による
キャッシュ・フロー
△209
（△255）

※ 括弧内は対前年同期比

連結キャッシュ・フロー計算書 （2022年1月1日～6月30日） （単位：億円）

資本

非流動負債

流動負債
16,526

12,689

44,393

15,178
0

10,000

20,000

30,000

50,000

40,000

2021年度末

12,428

15,457

45,477

17,591

2020年度末 2022年2Q末

12,235

16,376

49,270

20,658

負債及び資本合計

連結業績及び財務データ
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商号 アサヒグループホールディングス株式会社（Asahi Group Holdings, Ltd.）
本店所在地 〒130-8602 東京都墨田区吾妻橋一丁目23番1号
設立 1949年（昭和24年）9月1日
資本金 220,044百万円
従業員数 30,020名（連結）（2021年12月31日時点）

会計監査人 有限責任 あずさ監査法人（東京都新宿区津久戸町1番2号）

■  その他の法人
 6.7%

所有者別
株式分布

■  金融機関
 40.0%

■  自己株式
 0.0%

■  外国法人等
 36.1%

■  個人・その他
 9.7%

■  証券会社
 7.5%

会社概要

（注） 自己株式には、株式報酬制度の信託財産として、株式会社日本カストディ
銀行が保有する当社株式は含めておりません。

発行済株式の総数 507,003,362株

株主数 134,345名
（前年同期末比15,025名増）

株式の状況

取締役会長 兼 
取締役会議長 小路 明善

代表取締役社長 兼 CEO 勝木 敦志
取締役 兼 執行役員 
CAO 朴 泰民

取締役 兼 執行役員 
CHRO 谷村 圭造

取締役 兼 執行役員 
CFO 﨑田 薫

社外取締役
（独立役員）

クリスティーナ・アメージャン
佐々江 賢一郎 大橋 徹二

役員
常勤監査役 奥田 好秀 西中 直子

社外監査役（独立役員） 早稲田 祐美子 川上 豊 
大八木 成男

専務執行役員 北川 亮一
常務執行役員 兼 CSCO 辺見 裕

執行役員

佐見 学 河野 一馬 
坂野 俊次郎 石坂 修 
近安 理夫 森 哲 
佐藤 輝 藤崎 孝志
近藤 佳代子 小田 祐司

会社概要／株式の状況 （2022年6月30日現在）
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中間配当金のお支払いについて
第99期中間配当金は、2022年8月9日開催の
取締役会の決議により1株当たり55円に決定さ
れました。同封の「配当金領収証」により、お近
くのゆうちょ銀行全国本支店及び出張所並び
に郵便局（銀行代理業者）にて、払渡しの期間
内（2022年9月1日（木）から2022年9月30日
（金）まで）にお受け取り願います。
また、銀行預金口座等振込ご指定の方は、ご
指定口座への入金をご確認くださいますようお
願い申しあげます。株式数比例配分方式を選択
されている場合は、お取引の口座管理機関（証
券会社）にお問い合わせください。
なお、同封いたしております「配当金計算書」

は、配当金をお受け取りになった後の配当金額
のご確認や、確定申告を行う際の添付書類とし
てご利用いただけます。株式数比例配分方式を
選択されている場合は、お取引の口座管理機関
（証券会社）にお問い合わせください。

市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税務関係のお手続
で必要となります。
株式関係事務におけるマイナンバーの利用目的
法令に定められたとおり、支払調書に株主様のマイナンバーを記載し、
税務署に提出いたします。このため、株主様からお取引のある証券会
社等へ、以下のとおりマイナンバーを届出いただく必要がございます。
● 証券会社の口座で株式を管理されている株主様
お取引の証券会社までお問い合わせください。
● 証券会社とのお取引がない株主様
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部までお問い合わせください。

三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
郵便物の送付先 〒168-0063  東京都杉並区和泉二丁目8番4号

電話照会先 　　0120-782-031 オペレーター対応
（9：00～17：00 土・日・祝日を除く）

ホームページ　https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

マイナンバー制度に関するお手続きについて

アサヒグループホールディングス株式会社　Legal 株主様係
TEL 03-5608-5113　E-mail kabushiki@asahigroup-holdings.com

株式に関するその他のお問い合わせ窓口

株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社 
証券代行部

公告の方法

電子公告により行います。ただし、
事故その他やむを得ない理由によっ
て電子公告によることができない場
合は、日本経済新聞に掲載する方法
により行います。
https://www.asahigroup-holdings.
com/ir/e_public/

上場金融商品取引所 東京証券取引所

事業年度 1月1日から12月31日まで

定時株主総会 3月（基準日12月31日）

期末配当金支払
株主確定日 12月31日

中間配当金支払
株主確定日 6月30日

単元株式数 100株

株主名簿管理人
及び特別口座の
口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目
4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主メモ
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株主総会資料の電子提供制度のお知らせ

2023年３月以降の株主総会より、これまで郵送していた株主総会資料（招集ご通知）が原則ウェブ化されます。
株主の皆様におかれましては、会社から通知書面にてご案内するウェブサイトにアクセスすることで、株主総会資

料をご確認いただくことができます。当社では来年３月下旬開催予定の定時株主総会から適用となります。

会社法改正により株主総会資料の電子提供制度が始まります！

2022年９月１日以降、書面で受領するためのお手続きが可能です。
インターネットのご利用が困難な株主様へ

（書面交付請求）

通知書面

ウェブで確認

これから

議決権行
使書

今まで

議決権行
使書

株主総会
資料

紙で確認

インターネットを利用することが困難な
株主様を保護するためのお手続きです。
お申し出いただいた株主様には株主総
会資料を書面でお送りします。   
なお、書面交付請求を行わなくても、
URL等を記載した通知書面はお送りし
ます。

証券会社にお申し出の場合は、保
有銘柄の口座を開設している証券
会社へお問い合わせください。  
株主名簿管理人にお申し出の場
合は、書面での受領を希望される
銘柄ごとに申出書面のご提出が
必要です。

株主総会の基準日までにお申し出
が必要です。   
お手続きには２週間以上お時間が
かかる場合がございますので、余
裕をもってお手続きを行ってくだ
さい。

Q Q Q 書面交付請求とは？ お手続き方法は？書面交付請求の 
受付期限は？

株主総会資料を 株主総会資料を

【本件に関するお問い合わせ先】

受付時間 9：00～17：00（土・日・休日を除く） ぜひQ&Aもご利用ください。https://www.smtb.jp/personal/procedure/agency/

三井住友信託銀行 証券代行部 0120-533-600
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「統合報告書2021」では、今後30年程度先のメ
ガトレンドからバックキャストし、更新した『中長期
経営方針』を軸に、グループの新たな成長戦略を
示しています。また、各地域の持続的な成長を目
指した戦略・取組みに加えて、特定のプ
ロジェクト紹介を通じ、AGPを起点とする
グループ独自の価値観や成長の原動力を
訴求しています。ぜひご一読いただき、皆
様の忌憚のないご意見をお寄せください。

株主ひろば

統合報告書2021を発行しました

より詳細な情報については、下記のURLまたは右記のQRコードよ
りアクセスいただきダウンロードしていただけます。

https://www.asahigroup-holdings.com/ir/library/annual.html

株主優待寄附
実績のご報告
「環境保全活動への 
寄附」と「災害支援活動への寄附」
に多くの株主様からご賛同をいた
だきました。皆様方のご協力に対
して、厚く御礼申しあげます。

ご寄附の総額
約221万円

環境保全
活動への
寄附

「世界自然保護基金
 （WWF）ジャパン」へ
  443名様分

災害支援
活動への
寄附

「全国災害ボランティア
  支援団体ネットワーク
 （JVOAD）」へ907名様分

IR Information

〈免責事項〉 本誌のいかなる情報も、当社株式の購入や売却などを勧誘するものではありません。また、本誌に記載された意見や予測などは、本誌作成時点で
の当社の判断であり、その情報の正確性を保証するものではなく、今後、予告なしに変更されることがあります。万が一この情報にもとづいて被ったいかなる損
害についても、当社および情報提供者は一切責任を負いませんので、ご承知おきください。

https://www.asahigroup-holdings.com/

株主の皆様とのコミュニケーション方法の見直しについて

バーチャル工場見学のご案内
仮想現実（VR）技術やコンピュータグラフィックス（CG）技術を活用して、ご自宅にいながら工場見学を3Dビュー
映像で体験できます。詳しい視聴方法などは特設サイトをご確認ください。

▲

アサヒスーパードライVR工場見学 https://www.asahibeer.co.jp/park/vr-factorytour/

▲

アサヒ飲料の工場見学 https://www.asahiinryo.co.jp/entertainment/factory/

アサヒグループの事業内容についてご理解を深めていただくことを目的に開催しておりました株主様工場見学会につきましては、当社の事業構
造のグローバル化により、国内事業の工場見学が当社グループの事業理解という目的に必ずしも合致したものでなくなってきてしまったことや、
株主の皆様とのコミュニケーションについても、株主総会のインターネットによるライブ配信の実施や、ウェブサイトによる情報開示のより一層の充
実など、コミュニケーションの場や方法が大きく変化している状況を踏まえ、終了することといたしました。
今後は情報発信の充実や当社ウェブサイトの利便性向上などを通じて当社の経営や事業内容へのご理解をより深めていただけるよう努めてま

いりますので、株主の皆様におかれましては、何卒ご理解賜りますよう、お願い申しあげます。


